
（平成２１年３月11日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

国民年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 5 件

年金記録確認石川地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



石川国民年金 事案 223         

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年３月から 58年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年３月から 58年３月まで 

昭和 57 年２月に会社を辞めた後、妻が私と妻の国民年金への加入手続を

行い、夫婦二人分の国民年金保険料を納付していたはずである。申立期間に

ついて、妻の保険料は納付済みとなっているにもかかわらず、私は国民年金

に未加入で、保険料が未納になっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間後の国民年金加入期間について国民年金保険料をすべて

納付しており、申立人の妻も申立期間を含め国民年金加入期間について保険料

をすべて納付している。また、夫婦共に申立期間以降の国民年金や厚生年金保

険への切替手続が適正に行われており、夫婦の国民年金への加入及び保険料納

付に対する意欲は高かったことがうかがわれる。 

さらに、町役場の国民年金被保険者名簿によると、申立人の妻の国民年金へ

の加入手続は昭和 57 年３月に行われ、同月から国民年金保険料が納付されて

いることから、妻と同時に加入手続を行ったとする申立人について国民年金に

未加入で保険料が未納となっていることは不自然であり、ほかに、当時の申立

人に関して保険料の納付に支障を来すような周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 224     

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 37年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 37年４月から 38年３月まで      

 国民年金への加入当時、申立期間についてもさかのぼって国民年金保険料

を納付したはずである。保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間後の昭和38年４月から60歳となった平成11年まで国民年

金保険料をすべて納付しており、保険料の納付意識が高かったことがうかがわ

れる。 

また、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の国

民年金の加入手続は昭和39年５月ごろに行われたとみられ、当該時点では申立

期間の国民年金保険料は時効の到来前であり、過年度納付することが可能であ

る。 

さらに、申立人は、申立期間直後の昭和38年４月から39年３月までの保険料

を過年度納付していることから申立期間の保険料を納付しなかったとするこ

とは不自然であり、ほかに当時の申立人に関して国民年金保険料の納付に支障

を来すような周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 225     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月から同年 12月まで 

    申立期間の国民年金保険料については、妻が金融機関で夫婦二人分を納付 

していたはずである。保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人及びその妻は、昭和 49年 10月に国民年金に加入以降、申立期間を除 

き、夫婦共に 60歳まで国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付 

意識が高かったことがうかがわれる。  

また、社会保険事務所では、平成 19年 11月に、申立期間直後の昭和 53年 

１月から同年３月までの期間について申立人の納付記録を未納から過年度保

険料の納付に訂正しており、当時の事務処理が適切に行われていなかった状況

がみられる。 

さらに、社会保険事務所の国民年金被保険者台帳によれば、申立期間直前の

昭和 52 年４月から同年６月までの国民年金保険料が現年度納付されているこ

と及び 51年 10月から 52年３月までの保険料が 52年７月に過年度納付されて

いることから、申立期間の保険料が納付されなかったとすることは不自然であ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。  

 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 226      

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年７月から同年 12月まで              

    申立期間の国民年金保険料については、私が金融機関で夫婦二人分を納付 

していたはずである。保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその夫は、昭和 49年 10月に国民年金に加入以降、申立期間を除 

き、夫婦共に 60歳まで国民年金保険料をすべて納付しており、保険料の納付 

意識が高かったことがうかがわれる。  

また、社会保険事務所では、平成 19年 11月に、申立期間直後の昭和 53年 

１月から同年３月までの期間について申立人の納付記録を未納から過年度保

険料の納付に訂正しており、当時の事務処理が適切に行われていなかった状況

がみられる。 

さらに、社会保険事務所の国民年金被保険者台帳によれば、申立期間直前の 

昭和 52 年４月から同年６月までの国民年金保険料が現年度納付されているこ

と及び 51年 10月から 52年３月までの保険料が 52年７月に過年度納付されて

いることから、申立期間の保険料が納付されなかったとすることは不自然であ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 227      

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年３月から 43年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年３月から 43年２月まで 

    成人式の日に役場の職員から国民年金についての説明を受け、その後、両

親が私の国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付してくれていた

はずであり、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 12 か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国民年

金保険料をすべて納付している。また、同居していたとする申立人の母も申立

期間を含め保険料を完納しており、家族の納付意識が高かったことがうかがえ

る。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 43 年２月に払い出されて

おり、この払出し時点では、申立期間の国民年金保険料は納付の時効が到来し

ておらず、さかのぼって納付することが可能である。 

加えて、申立人は、申立人の両親が保険料を納付していたとしており、申立

人の両親は、申立人の義姉の国民年金の加入手続を行った際、義姉が被保険者

資格を取得した月までの現年度保険料及び過年度保険料をさかのぼって納付

していることから、申立人についても同様に国民年金被保険者資格取得時まで

さかのぼって保険料を納付したと考えることが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 



石川国民年金 事案 232        

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50年７月から 52年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月から 52年９月まで 

    申立期間当時、私は自営業で下請けの仕事をしており、国民年金保険料を

親会社に納付してもらっていた。その後は、妻が夫婦二人分の保険料を区役

所の窓口で納付していたはずであり、未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について国民年金保険料をすべ

て納付済みであり、申立期間のうち、昭和 50 年７月から 52年９月までの期間

について、申立人の妻は保険料を納付済みである。 

また、申立人は、昭和 50年７月から 52年３月までの国民年金保険料の金額

をメモした区役所の封筒を納付の関連資料として提出しており、当該封筒に保

険料を入れて一括納付したと説明しているが、当該封筒は 52 年９月に区役所

から申立人あてに送付されたものであることが確認できる上、メモされた金額

は、52年９月の時点で納付が可能な過年度保険料の金額として妥当である。 

さらに、申立人の国民年金保険料について２回ほど一括納付したことがあっ

たとする申立人の妻の供述等を踏まえると、申立人の妻は、昭和 50 年７月か

ら 52 年３月までの期間及び 52 年４月から 52 年９月までの期間について、そ

れぞれ保険料を一括納付したものと考えられる。 

ただし、申立期間のうち昭和 44年 11月から 50年６月までの期間について、

申立人の当時の親会社の関係者は、「請負業者の従業員の国民年金保険料の納

付は行っていなかった。」と述べている上、ほかに、申立人の申立期間に係る

保険料が納付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和

50年７月から 52年９月までの国民年金保険料については、納付していたもの

と認められる。 



石川国民年金 事案 233      

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年９月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年９月から 41年３月まで 

    私は、夫と二人で自営業をしていたので、一緒に国民年金に加入し一緒に

国民年金保険料を納付してきたはずである。申立期間について、夫の保険料

は納付済みとなっているのに私の保険料が未納となっていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間について、国民年金保険料をす

べて納付している。 

また、申立人の夫は、昭和 39 年９月以降、国民年金保険料をすべて納付し

ており、申立人の夫の被保険者名簿によると申立期間である 39年９月から 41

年３月までの期間については、50 年 12 月 17 日に特例納付していることが確

認できる。 

さらに、申立人は、その夫と一緒に国民年金保険料を納付してきたとしてい

るが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人及びその夫の国民年金手

帳の記号番号は、夫婦連番で払い出されている上、納付日を確認できる昭和

41年４月から 45年７月までの期間の国民年金保険料は、いずれも夫婦が同一

日に納付しているなど、申立人の説明どおり基本的に夫婦一緒に保険料を納付

していたものと認められることから、申立期間について、申立人の保険料のみ

を納付しなかったとすることは不自然である。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 

 

 

 

 



石川国民年金 事案234   

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和46年４月から47年３月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年４月から47年３月まで 

 私は、昭和46年３月に大学を卒業後、すぐに妻と一緒に国民年金の加入手

続を行い、国民年金保険料を納付していたが、申立期間の保険料は還付され

たことになっている。還付の記憶も無く、申立期間の保険料を納付したこと

がわかる国民年金手帳、領収証書も所持しており、申立期間について未加入

及び保険料が未納となっていることは納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の所持する国民年金手帳及び領収証書により、申立人は昭和46年４月

から47年３月までの国民年金保険料を納付したことが確認できる。また、社会

保険事務所が保管する国民年金受付処理簿によると、申立人及びその妻の国民

年金手帳記号番号は、申立人が大学を卒業した翌月の46年４月に夫婦連番で払

い出されていることが確認でき、その後の納付状況も申立人の説明を裏付ける

ものとなっている。 

さらに、社会保険事務所の国民年金被保険者台帳によると、申立人の国民年

金の資格取得日は、昭和46年４月の加入時点において申立人の20歳到達時であ

る44年１月16日とされたものが、昭和47年度以降に47年４月１日に変更された

ものとみられるが、申立期間当時、申立人は厚生年金保険の被保険者ではなく、

ほかに申立人の国民年金の資格取得日を47年４月１日とする合理的な理由は

見当たらない。したがって、申立人は、申立期間において国民年金の強制被保

険者であり、資格取得日の不適切な変更により申立期間が未加入期間とされ、

還付手続が行われたものと認められることから、申立期間は納付済み期間とす

ることが妥当である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



石川国民年金 事案 228      

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 56 年１月から 59 年 12 月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住 所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年１月から 59年 12月まで 

    市役所の記録では、昭和 56 年１月 26 日に国民年金の資格を喪失し、60 年１月 31

日に任意加入したことになっているが、そのような手続をした覚えも無く、申立期間

は引き続き国民年金に加入し、納税組合を通じて国民年金保険料を納付していたはず

である。 

申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申

告書等）は無く、また、申立人が保険料を納付したとする納税組合には当時の資料は残

っていない。 

さらに、申立人は申立期間において国民年金の資格喪失及び資格取得の手続をした覚

えがないとしているが、市役所及び社会保険庁の申立人の国民年金被保険者記録には、

昭和 56年１月 26日に資格喪失し、60年１月 31日に資格取得したことが記録されてお

り、この間の期間は国民年金の未加入期間となることから、市役所及び社会保険庁から

申立人に対して国民年金保険料の納付を求めることはなく、申立人が保険料を納付した

としている納税組合に対しても申立人の保険料の徴収を依頼することは無かったと推

認される。 

このほか、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は無く、申立人の保険料が

納付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 229         

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年７月から 48年３月までの期間、50年７月から 51年３月までの期

間及び 57年７月から平成８年 10月までの期間の国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年７月から 48年３月まで 

             ② 昭和 50年７月から 51年３月まで 

             ③ 昭和 57年７月から平成８年 10月まで 

    申立期間①については、当時の妻が私の国民年金保険料を納付していたはずであり、

申立期間②については、私が町内会の集金を通じて保険料を納付していた。また、申

立期間③については、婚姻期間中は当時の妻が町内会の集金を通じて納付していたは

ずであり、婚姻期間以外は私が町内会の集金や近所の人を通じて保険料を納めていた。 

申立期間について、国民年金保険料が未納となっていること、及び保険料を納付し

たはずの期間が免除期間とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間を通じて、申立人の国民年金保険料が納付されたことをうかがわせる関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

２ 申立期間①について、申立人は、当時の妻が保険料を納付していたはずであるとし

ているが、申立人の当時の妻は、「申立人の保険料の納付には一切かかわっていなか

った。」と述べている。 

また、申立人は昭和 46 年ごろに県外へ転居したとしているが、申立人には国民年

金に係る住所変更手続を行った記憶は無い。仮に申立人が転居先で国民年金に係る住

所変更手続を行っている場合、転居先の居住地を管轄する社会保険事務所へ申立人の

被保険者台帳が移管されるところであるが、移管の形跡が無いことから、申立人の国

民年金に係る住所変更手続は行われておらず、申立人が転居先で申立期間①に係る保

険料を納付することはできなかったと推測される。 

さらに、申立人の転居前の居住地においては、申立期間①の始期である昭和 47 年

７月から、国民年金印紙方式から納付書方式へと保険料の納付方法が変更されている

が、申立人は転居前に住んでいた家屋等を 47 年３月に売却していることから、保険



料の納付書が届かず、転居前の居住地において申立期間①に係る保険料を納付するこ

とができなかったと推測される。 

３ 申立期間②に係る国民年金保険料の納付について、申立人は、町内会の集金を通じ

て自ら納付したとしているが、納付金額、納付書の様式等の具体的な供述は得られず、

申立人の保険料納付に関する記憶はあいまいである。 

また、申立期間②の当時の居住地を区域とする町内会の関係者は、「当時は町内会

では国民年金保険料を集金していなかった。」と述べており、ほかに、申立期間②に

係る申立人の保険料が町内会の集金を通じて納付されていたことをうかがわせる関

係者の供述は無い。 

４ 申立期間③のうち、当時の妻との婚姻期間中である昭和 57 年７月から 63 年 10 月

までの国民年金保険料の納付について、申立人は、当時の妻が町内会の集金を通じて

保険料を納付していたはずであるとしているが、申立人の当時の妻は、「申立人の保

険料の納付には一切かかわっていなかった。」と述べている。 

また、戸籍の附票（住所異動履歴）によると、申立人は昭和 56 年 12 月から 59 年

11 月まで当時の妻と居所を異にしている上、申立人の当時の妻は 57 年７月から 58

年３月までの自身の保険料を過年度納付していることなどから、申立人の当時の妻が

57 年７月以降の申立人の保険料を町内会の集金を通じて納付していたとする申立人

の供述は不自然である。 

さらに、申立人の昭和 59年 11月から平成４年３月までの居住地及び４年３月から

現在までの居住地の各町内会の関係者は、「町内会では国民年金保険料は集金してい

なかった。」と述べており、ほかに、申立期間③に係る申立人の保険料が町内会の集

金を通じて納付されていたことをうかがわせる関係者の供述は無い。 

加えて、社会保険庁の記録によると、申立期間③のうち、平成６年３月から７年３

月までは申請による免除期間とされており、申立人は、当該免除申請を行った記憶は

無いとしているが、申立人と同居している申立人の長男が、「国民年金保険料の免除

申請を行った。」と述べている上、当該期間の保険料が納付された形跡も見当たらな

い。 

５ 申立期間を通じて、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も見当

たらず、ほかに、申立人の申立期間に係る国民年金保険料が納付されたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

６ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

 



石川国民年金 事案 230 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 54 年 12 月から 57 年３月までの国民年金保険料については、納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 54年 12月から 57年３月まで      

 申立期間当時は大学生であり、私が就職したころに父から「国民年金が納めてある

から保管しておくように。」と年金手帳を受け取った。中には保険料の納付のスタンプ

を押すところがあり、整然と黒の丸い日付の入ったスタンプが何列何行かに並んでい

た記憶がある。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納となっていることは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を納付し

たとしているが、申立人の父は既に亡くなっている上に、申立人はそれらに関与してい

ないことから、当時の状況は不明である。 

さらに、社会保険事務所の国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人への国民年

金手帳記号番号は昭和55年１月10日に払い出され、申立人が20歳となった54年※月※日

にさかのぼって国民年金強制加入者として国民年金被保険者資格を取得している。しか

し、55年４月に申立人の国民年金手帳記号番号が取り消されており、これは、申立人が

申立期間当時は大学生であり、国民年金の任意加入対象者であったことから、申立人側

において資格の取消申請がなされたものと考えられる。 

加えて、申立人は、「国民年金手帳に国民年金保険料納付を示す黒の丸い日付の入っ

たスタンプが押してあったことを覚えている。」と述べているが、申立期間当時は納付

書方式での保険料納付であることから、年金手帳に申立期間の納付済みを示すスタンプ

が押されたとは考えられない。その上、申立人は父から受け取った年金手帳をオレンジ

色のものであると記憶しているが、オレンジ色の年金手帳には納付のスタンプを押す欄

は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 



石川国民年金 事案 231     

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年３月から 39 年４月までの期間及び 41 年３月から同年６月までの

期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月から 39年４月まで 

                     ② 昭和 41年３月から同年６月まで  

父が私の国民年金の加入手続をし、国民年金保険料も婚姻するまで納付してくれて

いたはずである。申立期間が国民年金に未加入で保険料が未納となっていることは納

得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間に係る国民年金保険料が納付されていたことをうかがわせる関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人は、申立人の父が国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保険料

の納付をしてくれていたはずであるとしているが、申立人はこれらに関与しておらず、

申立人の父は既に死亡しており、当時の状況は不明である。 

さらに、社会保険事務所の記録によれば、申立人の国民年金の加入手続は昭和 41 年

11 月ごろに、被保険者資格取得日を同年７月１日として行われており、申立人に別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらないことから、申立人は申立期間

①及び②において国民年金に未加入であり、申立人の父は申立期間の保険料を納付する

ことはできない。 

加えて、国民年金被保険者台帳によれば、国民年金被保険者資格を取得した昭和 41

年７月から 42年３月までの期間の申立人の国民年金保険料は、婚姻後の 46年５月に特

例納付されていることから、当該時点で申立人は国民年金へ加入が 41 年７月からであ

ることを認識していたと推認される上、申立人の父が保険料を納付していたとする申立

人の記憶は、42年４月以降のものと考えられる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



石川国民年金 事案 235    

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年８月から 52年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年８月から 52年６月まで 

    申立期間当時、私は年に数回、子供を連れてＡ市の社会保険事務所に行き

国民年金保険料を納付し、大きな商店で買い物をして帰った記憶がある。申

立期間のうち、どの期間の保険料を納付したかについては覚えていないが、

納付した期間があるはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人は、申立期間当時、Ａ市の社会保険事務所で国民年金保険料を

納付したとしているが、当該社会保険事務所では、当時国民年金保険料の収納

事務を行っておらず、保険料の納付はできない。 

さらに、申立人は、「どの期間の国民年金保険料を納付したかについて覚え

ていない。」などと述べており、申立期間当時安定的な納付状況にあったとみ

ることはできない上、申立人からは保険料納付に係る具体的な供述が得られず、

ほかに申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

なお、申立人は、氏名の読み違いにより納付記録に不備が生じたのではない

かとしているが、区役所の国民年金被保険者名簿によると、申立人の氏名は読

み違えて記録されているものの、国民年金手帳記号番号は申立人の記号番号と

一致していることが確認できることから、申立人の国民年金保険料の納付記録

は、当該記号番号により一貫して管理されていたことは明らかであり、氏名の

読み違いが原因で申立期間の国民年金保険料が未納となったとは認められな

い。 

 


